
項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　安藤　善雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　安藤　善雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　安藤　善雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　根岸　清

期間 2.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H30年度目標
H30実
績

臨時職員 0.00 人 1,400,000Kwh/年

233,333Kwh/年 250,780Kwh/年

H29年度目標
H29実
績

H30目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H28年度～H50年
度

19,516千円

14,149千円 臨時職員 0.00 人

1.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 0Kwh/年 0Kwh/年

小水力発電設備は東京発電株式会社
が設備の運転・管理を含めた20年間の包
括リースとなっております。
今後は東京発電株式会社と調整を行い、
安定的な電気の発電を実施し、２基目の
導入に向けた研究をしていきたい。

H30正規職
員人件費

H30その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①平成31年2月より小水力
発電設備稼働

H30決算額（見込み）

水道法、水循環基本計画（水循環基本法） 2,765千円 2,765千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職
員人件費

H29その他職員
従事割合

有 無

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H29決算額 指標名
目標設定の考え方・根
拠

Ｓ

機器設置工事も完成し、H30年
度の目標を上回る発電量が成
果として出ているため評価は高
いものとされる。

H30年度に改善した点

①維持管理を含む包括
リース契約

想定年間発電量　約1,400,000Kwh/年
（想定年間CO2削減量　約594t/年）

年間発電量が当該事業の目的となってい
るため指標とする。

小水力発電設備設置工事が完了し、1
月の設備試運転調整を経て、当初予
定通りの2月より運用を開始した。

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H29予算現
額

小水力発電設備
整備事業

根拠法令
H30予算現
額

再生エネルギーの導入を基本方針のひとつと
しているマチごとエコタウン所沢構想の趣旨を
踏まえ、水道管の中を流れる水の勢いでタービ
ン（水車）を回して発電する小水力発電設備を
東部浄水場に設置するものである。

第６章　環境・自然

無

実施計画ランク

最優先

マチごとエコタウン
推進事業

期間

Ｈ26年度～Ｈ30年
度

水素ステーション設
置促進事業

期間

H30年度～

環境
政策
課

実施計画ランク

最優先

再生可能エネル
ギー普及推進事業

期間

H30年度～

実施計画ランク

環境
影響

契約締結

成果

成果指標

H29実績

㈱ところざわ未来電力からの電力受給施
設数（公共施設）を増やすとともに、市域
をはじめとする再エネ電源の確保に努め
ていく。さらに、再エネの更なる普及推進
を図っていくため、再エネの価値向上や幅
広い周知を進めていく。

最優先

契約締結

事務事業名称 事業概要（全体）

法定受託＋附加

非常勤
特別職

0.00 人

H30その他職員
従事割合

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H30)

目標達成見込み
（現在集計中）

36,055

A
H29年度目標

19,200
H30その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

4.10 人

5.15 人

43,157千円

再生可能エネルギーを利用した電力利用を推進し、市域
の温室効果ガス排出量を削減するとともに、自然に寄り添
う持続可能な地域社会の実現に寄与することを目的に、
㈱ところざわ未来電力を平成30年5月28日に設立し、10月
から順次23の公共施設に電力供給を開始した。
「再生可能エネルギー電源導入等調査」は、市内事業者等
を対象に、新たな再エネ電源開発の意向や市域等の既存
太陽光発電設備の供給能力等について調査し、市域への
再エネ普及のための基礎データとするもの。

次世代自動車の1つである燃料電池自動車（ＦＣＶ）
の普及や市民の利便性の向上を図るために、市内
に水素ステーションを誘致することで、交通の低炭
素化に資するもの。

資源・エネルギーに依存したライフスタイルを見直
し、次代を担う子どもたちに豊かな自然に囲まれた
持続発展可能なマチ“ところざわ”を継承することを
目的に、創エネ・省エネ等に係る各種事業に取り組
む。（事業内容：メガソーラー所沢、フロートソーラー
所沢の運営、スマートエネルギー推進補助事業の
実施、エコファミリー認定事業の開催、マチエコ応援
隊による創エネ・省エネ機器の普及推進など）

H30年度目標

37,7000.35 人臨時職員

H30決算額（見込み）

18,8000.00 人

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

環境
政策
課

環境
政策
課

H29正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

①6,609MW

②1,090kW

0.35 人臨時職員

R元年度目標0.00 人
非常勤
特別職

非常勤
特別職

集計中

H30実績

根拠法令

H30目標値が未達成の理由・分
析

H29実績H29年度目標
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

H30年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

エコファミリー認定事業では、二酸化炭素
排出量の多い民生家庭部門におけるエコ
アクションの普及、環境配慮意識の醸成
をより一層進めるため、新たに登録キャン
ペーンの実施や景品等の見直しを図り、
参加人数を大幅に増やした。

本市に賦存する再生可能エネルギーのうち、最も多く
存在する太陽光の利用状況を明らかにすることで、マ
チエコ構想の進捗状況を把握・評価するものである。
当初目標値を大幅に達成していることから、令和元年
度からのマチエコ推進計画において新たな目標値を
掲げている。

「所沢市マチごとエコタウン推進計画」に
基づき、総合的・計画的に環境施策の推
進を図るとともに、重点プログラムに掲げ
られている地球温暖化対策やエネルギー
施策に係る各種事業を展開し、市域の低
炭素化を図っていく。

市域における太陽光発電システム
の総発電出力は、スマートエネル
ギー推進補助事業等の効果によ
り、目標値を大幅に達成している。
その他、マチエコ構想に基づき、市
域の低炭素化に寄与する様々な
取組を実施し、再生可能エネル
ギーの導入やエネルギー・資源の
有効利用等の推進が図られてい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H29決算額H29予算現額 指標名

①メガソーラー所沢の総発電
量（累計）

②公共施設における太陽光発
電設備の総発電出力（累計）

110,260千円111,076千円

125,143千円124,907千円

市域における太陽光発電システムの総発電力
（kW）

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H30予算現額

一
般

特になし

34,789千円

H30正規職員
人件費

H30年度目標

①平成31年1月28に土地の貸
し出し契約締結

臨時職員

0.16 人

契約継続

0千円

1,341千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

臨時職員

特になし

H30決算額（見込み）H30予算現額根拠法令

H30目標値が未達成の理由・分
析

H29実績H29年度目標
H29その他職員
従事割合一

般

事業の種別

0千円0千円

0千円0千円

令和元年度中の供用開始に向けて、設置
事業者が工事の進捗状況などを管理して
いくが、市としては、次世代自動車の普及
推進を図っていく。

H30実績

R元年度目標
非常勤
特別職

法定受託事務自治事務

水素ステーション事業用地に係る土地貸し出し
①水素ステーションの誘致

H30年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

前年度は事業なし。

市内に水素ステーションを誘致するために市有
地を水素ステーション用地として民間事業者に
貸し出す。 市内に水素ステーションを誘致す

るために平成31年1月28日に水素
ステーション用地として土地の貸し
出し契約を締結しており、成果目
標を達成している。

R元年度目標0.00 人

99施設0.00 人臨時職員

H30年度目標

H30正規職員
人件費

H29決算額H29予算現額 指標名

①平成30年5月28日設立
②⑴アンケート355者、ヒアリン
グ12者、事業化支援6者／ポテ
ンシャル量43,000kW
⑵アンケート313者、ヒアリング
24者／ポテンシャル量
228,522kW16,760千円

23施設23施設
H30その他職員
従事割合

2.00 人

事業達成に向けての現在の課お題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

非常勤
特別職

再生可能エネルギーを利用した電
力利用を推進するために、㈱ところ
ざわ未来電力を設立し、公共施設
の電力受給施設数が23施設とな
り、成果目標を達成している。ま
た、「再生可能エネルギー電源導
入等調査」では、市域における再
エネ電源の開発可能性や事業者
の意向及び、既存の再エネ電源設
備からの供給意向などを把握する
ことで、市域の更なる再エネ普及
に向けた基礎データが得られた。

H30目標値が未達成の理由・分
析

0.00 人

H29正規職員
人件費

0.00 人臨時職員

10,004千円

0.00 人
非常勤
特別職

0千円 H30実績

法定受託＋附加自治事務

根拠法令

特になし 10,100千円
前年度は事業なし。

当該事業は、市域における再生可能エネル
ギーの普及推進を目的としていることから、㈱と
ころざわ未来電力からの電力受給施設数（公共
施設）を指標とする。

法定受託事務

㈱ところざわ未来電力からの電力受給施設数
（累計公共施設数）

H30年度に改善した点H29決算額H29予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H30予算現額

事業の種別

H30決算額（見込み）

H29その他職員
従事割合一

般

有益
な
もの

事業の目的及び具体的な内容

①㈱ところざわ未来電力の設立
②「再エネ電源導入等調査」
⑴市域における新規再エネ電源開
発に係る調査
⑵市内及び県内の既存再エネ電源
からの供給能力に係る調査

0千円0千円

有害
な
もの

有 無

有 無

有


